

































































































































































































































































































































































































































(58) ,assertion' という英単語の、伝聞法則と関係しない場面における、 日
常用語としての一般的辞書的意味には、 「積極的に(positively)、 または、
強力に(strongly)述べること」というニュアンスが含まれていると考えら
れる。一方で、英米証拠法圏の伝聞法則の領域の議論における ･assertion'
という用語は、何らかの厳密な定義が定着しているわけではないものの、こ
のような一般的辞書的意味とは異なっているということが指摘されている。
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すなわち、 ここでは、必ずしも献極的・強力といったニュアンスが含まれて
いるとは限らず、単に、 「｢何かが発生している」または、 「何らかの状態が
存在する」などといった事項を述べること」といった程度の意味に理解され
ることもあるようである。したがって、 .assertion' という語は、英米証拠
法間において、一般的辞書的意味と伝聞法則の用語としての意味との間で食
い違いが生じていると考えられる｡ .assertion'の一般的辞書的意味および
伝聞法則の領域の議論における意味について、KennethS・Brownetal.,
McComlickonevidence(7thed.2013),5246参照。
そこで、本稿では、 .asse'tion'の訳語として、ひとまず、一般的な訳語
である「主張」という語を用いるが、ここでの「主張」の意味は、－日本
語の「主張」の一般的辞書的意味が、英単語の .assertion.におけるそれと
同様に、通常は穣極的・強力といったニュアンスを含意していることに注意
しつつ－上記の、英米証拠法圏の伝聞法則の用語としての .assertion'の
理解と同様のニュアンスのものであるとしておく。
(59） なお、この問題は、 イギリス固有のものではない。イギリス以外の英米
証拠法圏の国家の多くでも、同様の問題が論じられており、この点に関する
判例も少なくない。 イギリス以外の英米証拠法圏における代表的判例とし
て、例えば、アメリカ合衆国のUnitedStatesv.Zenni,492F.Supp.464(E.D.
駒.1980）や、オーストラリアのWaltonv.R(1989)166CLR283;Rv.Benz
(1989)168CLR110に加えて、カナダのRv.Baldree[2013]2SCR520など
が挙げられる。
(60) Dennis,s""note27,at706.
(61） 以下で述べる具体例は、 J.D.Heydon,CrossonEvidence(11thed.
2017),atll80の説明をもとにしている。
(62） なお、仮にAがこのような主張を行っているという事実の証明を行っ
たとしても、甲ビルでの火災発生という事実の証明との関係では、一般的な
意味における関連性に欠けると考えられる。
(63） なお、ここでいう「供述」には、質問に対する頷きの動作などといった
言語的行為も含まれるものとする。
(64） 例えば、Heydon,s""note61,atll83-1184では、前者については伝聞
法則の適用を認めるべきであるが、後者についてはこれを否定すべきである
という見解が紹介されている。
(65)Wrightv・DoeTatham(1837)7Ad&El313.
(66） なお、本件手紙の作成者は訴訟の段階で既に全員死亡していた。
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（67） イギリスで－エクイテイ (equity)と対比される法体系である－コ
モンローを適用していた裁判所には、当初、女王座（王座）裁判所(Court
ofQueen'sorKingsBench)、人民間訴訟裁判所(CourtofCommonPleas)、
財務裁判所(CourtofExchequer)が存在しており、それらはコモンロー裁
判所と総称されていた。そして、 1837年当時、これらのコモンロー裁判所の
上訴裁判所として財務室裁判所が置かれていた。この点につき、田中・前掲
注（21） 134頁以下参照。
(68)Wrightv・DoeTatham,s"71anote65,at385.
（69）〃・at388-389.
(70) ".at388.
(71) Choo,s""note26,at75.
(72) ".at76;Dennis,s"rIznote27,at706.
（73） なお、本件手紙は、供述の中に「黙示的主張」が含まれている場合に該
当すると考えられるが、一方で、船長事例は、言語的性質を有しない単純な
行為の中に「黙示的主張」が含まれている場合に該当すると考えられる。そ
のため、 Parke裁判官は、両者を意識的には区別していないと思われる。
（74） この点を指摘する文献として、例えば、 Choo,s""note26,at77;C.R
WilUams,"IssuesatthePenumbraofHearsay, (1987)11Adel.LR113,atl35
などがある。
(75) E.Morgan,"HearsayDangersandtheAPPlicationoftheHearsay
ConceptJ･ (1948)62Halv.L.R177,at208.
(76)WilUams,s""note74,atl35は、本件手紙が排除された真の理由は証拠
価値の低さにあった可能性があるとする。
（77） 証人は、一般に、事実からの推論・事実の原因の推測．事実に関する価
値判断をしてはならないとする英米証拠法の証拠排除法則をいう。
(78) MoIgan,s""note75,at208.
(79) Choo,s""note26,at76-77;Winiams,s""note74,atl35.
(80) T℃perv.R[1952]AC480.
（8'） 上訴審の審理では、訴追側は、警察官の証言がレス・ジェステーの伝聞
例外に該当するため許容されるべきであるという主張を行っていたに過ぎな
い。したがって、証言の伝聞証拠該当性について枢密院が詳細に判断する必
要がなかったと考えられる。
（82） 以下の説明は、特に、Dennis,s""note27,at707,724を参照した。
(83) J.D.HeydonandM.Ockelton,Evidence:CasesandMaterials(4thed.
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1996),at332;Dennis,s"Panote27,at707.
(84) Choo,s"ranote26,at77.
(85) Rv.Kearley[1992]2AC228.
(86） 以下、 「薬物」とは、Kearleyの犯罪との関係で問題となっている規制
薬物のことを指すものとする。
(87) Rv.Kearley,s"zznote85,at243perLordBIidgeofHarwich,253-254per
LordAckner,263-264perlprdOliver.
(88)"at243-244perLordBridgeofHarwich,273perLordOliver.
(89)"at245-246perLordBIjdgeofHalwich,257-258perLordAckner,261,
266-267perLordOliver.
(90)"at243-244perLordBridgeofHalwich,255-256perLordAckner,264-
265perLordOliver.
(91)"at243-245perLordBridgeofHalwich,256perLordAckner,265-266
perlDrdOHver.
(92)"at238perLordGIimths,279perlprdBrowne-Ⅵmlkinson.
(93） 必越
(94)"at239-240perLoIdGIifnths,280-283perLordBrowne-Wilkinson･ニュ
ージーランドの判例として、 Davidsonv.Quirke[1923]NZLR552;Policev.
Machims[1977]1NZLR288が、オーストラリアの判例として、McGregor
v.Stokes[1952]VLR347;Marshallv.Watt[1953]Tas.SR1が引用されてい
る。これらの判例は、ある建物が違法賭博のために利用されていたという事
実の証明との関係で、当該建物に賭博の申込みの電話が多数掛かってきたと
いう事実についての証言が、それ自体で関連性を有し許容されるとしたもの
など、本件と類似の問題状況の存在が認められるものである。
なお、アメリカ合衆国以外の英米法諸国は、 「コモンローの一体性(Unity
ofCommonLaw)」という観念によって、国家間の垣根を超えた判例の相互
参照が行われることが珍しくなく、 とりわけ、 イギリス法を原則的に継受し
たカナダ、オーストラリア、ニュージーランドとイギリスとの関係性は深い
とされている。そして、近年では弱まったとはいえ、その関係性は依然とし
て残っているという。以上の点につき、浅香吉幹「コモン・ロー諸国間の判
例の相互引用：イングランド、 カナダ、オーストレイリア、ニュー・ジーラ
ンド（ミニ・シンポジウムイギリスの新最高裁判所)」比較法研究74号
（2012年） 198-203頁参照。また、同「ニュー・ジーランドにおける枢密院司
法委員会上訴の廃止と最高裁判所の創設」国家学会雑誌120巻5＝6号
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（2007年）72-73頁も参照。
(95） もっとも、以上の3つの判例は、全て、供述内に「黙示的主張」が含ま
れている場合について伝聞法則が適用されると判断したものである。そうす
ると、 「黙示的主張」が言語的性質を有しない単純な行為に含まれる場合に
おいても伝聞法則が適用されるべきかという問題については、直接的に判断
した判例は存在しないと考えられる。ただし、先に述べた通り、 Parke裁判
官は、船長事例などの後者の事例についても同じく伝聞法則が適用されると
説明していた。そして、本判決の多数派裁判官は、－船長事例の妥当性に
ついてまで明示的に検討しているわけではないものの－Parke裁判官の
論理は正しいと述べている以上、 これについても伝聞法則が適用されると考
えているとの理解が可能である。そのような理解をする文献として、例えば
Dennis,s""note27,at710,Heydon,s"rIznote61,atll81がある。
(96) LawCommssion,s"rMznotel6,para.4.20では、 コモンロー時代の問題
点として、説得力のある(cogent)伝聞証拠がしばしば排除されているとい
うことが指摘されおり、その例としてItarley判決が挙げられている。
(97） 代表的な批評として、C・亜pper,"HearsayandlmpliedAssertion3
(1992)1081QR524;ARem,~I11eScopeofHearsay"(1994)110LQR431など
がある。
